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☞下請代金支払の原則（法第24条の３）
元請負人が注文者から請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成後にお

ける支払を受けたときは、下請負人に対して、元請負人が支払を受けた金額の出
来形に対する割合及び下請負人が施工した出来形部分に相応する下請代金を、
支払を受けた日から１ヵ月以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなけれ
ばなりません。

支払保留 ・ 支払遅延② （法第24条の3、法第24条の6）

建設業法第24条の３（下請代金の支払）
元請負人は、請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を受けたときは、当該支払の対象となつた

建設工事を施工した下請負人に対して、当該元請負人が支払を受けた金額の出来形に対する割合及び当該下請負人が施工し
た出来形部分に相応する下請代金を、当該支払を受けた日から１月以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなければ
ならない。
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☞元請負人が特定建設業者の場合の支払義務（法第24条の６）
元請負人が特定建設業者であり下請負人が一般建設業者（資本金額が4,000万

円以上の法人であるものを除く。）である場合、発注者から工事代金の支払があ
るか否かにかかわらず、下請負人が引渡しの申出を行った日から起算して50日以
内で、かつ、できる限り短い期間内において期日を定め、下請代金を支払わなけ
ればなりません。

支払保留 ・ 支払遅延③ （法第24条の3、法第24条の6）

☞特定建設業者は「１ヵ月以内」と「50日以内」の早い方で支払う
特定建設業者は、法第24条の３に基づく支払義務と法第24条の６に基づく特

定建設業者としての支払義務の両方の義務を負うことから、出来高払及び竣工払
を受けた日から１ヵ月以内と、引渡しの申出日から50日以内のいずれか早い方で
支払を行う必要があります。

建設業法第24条の６（特定建設業者の下請代金の支払期日等）
特定建設業者が注文者となつた下請契約（下請契約における請負人が特定建設業者又は資本金額が政令で定める金額以上

の法人であるものを除く。以下この条において同じ。）における下請代金の支払期日は、前条第二項の申出の日（同項ただ
し書の場合にあつては、その一定の日。以下この条において同じ。）から起算して50日を経過する日以前において、かつ、
できる限り短い期間内において定められなければならない。

２ 特定建設業者が注文者となつた下請契約において、下請代金の支払期日が定められなかつたときは前条第二項の申出の日
が、前項の規定に違反して下請代金の支払期日が定められたときは同条第二項の申出の日から起算して50日を経過する日が
下請代金の支払期日と定められたものとみなす。
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☞完成通知後20日以内に検査、直ちに工事目的物の引渡し
元請負人は、下請負人から工事完成の通知を受けたときは、当該通知を受けた

日から 20 日以内でかつ、できる限り短い期間内にその完成を確認するための検
査を完了し、下請負人から引渡しの申し出があったときは、直ちに工事目的物の
引渡しを受けなければなりません。

（参考） 検査及び引渡し （法第24条の４第１項、第２項）

建設業法第24条の４（検査及び引渡し）
元請負人は、下請負人からその請け負つた建設工事が完成した旨の通知を受けたときは、当該通知を受けた日から20日以

内で、かつ、できる限り短い期間内に、その完成を確認するための検査を完了しなければならない。
２ 元請負人は、前項の検査によつて建設工事の完成を確認した後、下請負人が申し出たときは、直ちに、当該建設工事の目

的物の引渡しを受けなければならない。ただし、下請契約において定められた工事完成の時期から20日を経過した日以前の
一定の日に引渡しを受ける旨の特約がされている場合には、この限りでない。
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〔事例〕
① 特定建設業者である元請負人が、手形期間が120日を超える手形により

下請代金の支払を行った

元請負人が特定建設業者である場合は、下請代
金の支払に当たって一般の金融機関による割引
を受けることが困難であると認められる手形を
交付してはいけません。
（下請負人が特定建設業者又は資本金4,000万
円以上の法人である場合を除く。）

手形期間120日を超える⾧期手形は、「割引を
受けることが困難である手形」と認められる場
合があります。

建設業法第24条の６（特定建設業者の下請代金の支払期日等）
３ 特定建設業者は、当該特定建設業者が注文者となつた下請契約に係る下請代金の支払につき、当該下請代金の支払期日ま

でに一般の金融機関（預金又は貯金の受入れ及び資金の融通を業とする者をいう。）による割引を受けることが困難である
と認められる手形を交付してはならない。
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☞下請代金の支払は、できる限り現金によるものとすること

☞手形を併用する場合でも、労務費相当分については現金払とすること

元請負人が特定建設業者か一般建設業者かを問わず、下請代金の支払について
は、できる限り現金払とし、現金払と手形払を併用する場合であっても、支払代
金に占める現金の比率を高めるとともに、少なくとも労務費相当分については、
現金払としなければなりません。

長期手形② （法第24条の3第2項、法第24条の6第3項）
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上記のケースは、いずれも法第40条の３に違反します

建設業者は営業所ごとに帳簿を備え、５年間（新築住宅
建設工事に係るものは10年間）保存しなければなりま
せん。また、発注者から直接建設工事を請け負った場合
は、営業所ごとに、営業に関する図書（完成図、打合せ
記録、施工体系図）を10年間保存することが必要です

〔事例〕
① 建設業を営む営業所に帳簿及び添付書類が備付けられていなかった

② 発注者から直接請け負った建設工事の完成図等の営業に関する図書が、
10年間保存されていなかった

建設業法第40条の３（帳簿の備付け等）
建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、その営業所ごとに、その営業に関する事項で国土交通省令で定めるも

のを記載した帳簿を備え、かつ、当該帳簿及びその営業に関する図書で国土交通省令で定めるものを保存しなければならな
い。



帳簿に記載すべき事項と添付書類 （規則第26条第１項、第２項） 近畿地方整備局

帳簿に記載すべき事項 (規則第26条第1項) 帳簿の添付書類 (規則第26条第2項)

１．営業所の代表者の氏名及びその就任年月日

２．注文者と締結した建設工事の請負契約に関する次に掲げる事項
(1) 請け負った建設工事の名称、工事現場の所在地
(2) 注文者との契約日
(3) 注文者の商号・名称（又は氏名）、所在地、注文者が建設業者であるときは、

その者の許可番号
(4) 注文者から受けた完成検査の年月日
(5) 工事目的物を注文者に引き渡した年月日

３．発注者と締結した住宅の新築工事の請負契約に関する次の事項
(1) 当該住宅の床面積
(2) 建設業者の建設瑕疵負担割合
(3) 発注者に交付している住宅瑕疵担保責任保険法人（資力確保措置を保険によ

り行った場合）

４．下請契約に関する事項
(1) 下請負人に請け負わせた建設工事の名称、工事現場の所在地
(2) 下請負人との契約日
(3) 下請負人の商号・名称及び所在地、下請負人が建設業者であるときは、その

者の許可番号
(4) 下請工事の完成を確認するために自社が行った検査の年月日
(5) 下請工事の目的物について下請業者から引き渡しを受けた年月日

注）特定建設業の許可を受けている者が注文者（元請工事に限らない。）となって、一般
建設業者（資本金が4,000万円以上の法人企業を除く。）に建設工事を下請負した場合
には、以下の事項についても記載が必要となります。

① 支払った下請代金の額、支払った年月日及び支払手段
② 支払手形を交付したときは、その手形の金額、交付年月日、手形の満期
③ 代金の一部を支払ったときは、その後の下請代金の支払残額
④ 遅延利息の額・支払日（下請負人からの引き渡しの申出から50日を経過した場
合に発生する遅延利息（年14.6％）の支払いに係るもの）

１．契約書又はその写し（電磁的記録可）

２．特定建設業の許可を受けている者が注文者（元請工事に限
らない。）となって、一般建設業者（資本金が4,000万円以上
の法人企業を除く。）に建設工事を下請負した場合には、下請
代金の支払済額、支払った年月日及び支払手段を証明する書類
（領収書等）又はその写し

３．建設業者が施工体制台帳を作成したときは（元請工事に限
る。）、工事現場に据え付ける施工体制台帳の以下の部分。

（工事完了後に施工体制台帳から必要な部分のみを抜粋しま
す。）

(1) 当該工事に関し、実際に工事現場に置いた監理技術者の氏
名、有する監理技術者資格

(2) 監理技術者以外に専門技術者を置いたときは、その者の氏
名、その者が管理を担当した建設工事の内容、有する主任技術
者資格

(3) 下請負人（末端までの全業者を指しています。以下同
じ。）の商号・名称、許可番号

(4) 下請負人に請け負わせた建設工事の内容、工期
(5) 下請業者が実際に工事現場に置いた主任技術者の氏名、有
する主任技術者資格

(6) 下請負人が主任技術者以外に専門技術者を置いたときは、
その者の氏名、その者が管理を担当した建設工事の内容、有す
る主任技術者資格
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技術者等の配置に関する違反態様

専任を要する監理技術者等が他の工事に従事
専任の監理技術者等（主任技術者を含む。以下同じ。）は、専らその工事に係

る業務にのみ従事しなければならず、同時に他の工事に従事することは、建設業
法第26条第３項に違反します。

営業所の専任技術者が監理技術者等として従事
営業所の専任技術者は、専ら営業所において建設業の営業業務に従事する必要

があります。特例を除き、監理技術者等として従事することは、建設業法第７条
第２号又は第15条第２号及び第26条第３項に違反します。

出向者や他社の従業員を監理技術者等として配置
工事に配置される監理技術者等は、建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係が

必要です。直接的かつ恒常的な雇用関係に無い者が監理技術者等として従事する
ことは、原則として、監理技術者等の不設置となり、建設業法第26条第１項又は
第２項に違反します。
（企業集団確認書による認定を受けている場合等を除く。）
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工事の一括下請負（丸投げ）とは、工事を請け負った建設業者が、施工において実質的に
関与を行わず、下請負人にその工事の全部又は独立した一部を請け負わせることをいいます。
建設業法では、これを「一括下請負」と呼び、原則として禁止しています。

◆ 発注者が建設業者に寄せた信頼を裏切る行為

◆ 施工責任があいまいになることで、手抜き工事や
建設労働従事者の労働条件の悪化につながる

◆ 中間搾取を目的とした施工能力のない商業ブロー
カー的不良建設業者の輩出を招く

建設業法が一括下請負を禁止している理由 発 注 者

元 請 負 人

一次下請負人

二次下請負人

下請契約

下請契約

一括して人に請
け負わせてはい
けません。
（第22条第1項）

一括して人から
請け負ってはい
けません。
（第22条第2項）

下請負間でも
一括下請負は
禁止!

一括下請負は、公共工事については全面禁止!

近畿地方整備局
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工事の一括下請負（丸投げ）禁止 （法第22条）

建設業法第22条（一括下請負の禁止）
建設業者は、その請け負つた建設工事を、いかなる方法をもつてするかを問わず、一括して他人に請け

負わせてはならない。
２ 建設業を営む者は、建設業者から当該建設業者の請け負つた建設工事を一括して請け負つてはならない。



②下請（①以外の者）が果たすべき役割①元請(発注者から直接請け負った者)が果たすべき役割

施工計画の
作成

○請け負った建設工事全体の施工計画書等の作
成
○下請負人の作成した施工要領書等の確認
○設計変更等に応じた施工計画書等の修正

工程管理 ○請け負った建設工事全体の進捗確認
○下請負人間の工程調整

品質管理
○請け負った建設工事全体に関する下請負人

からの施工報告の確認、必要に応じた立会確
認

安全管理
○安全確保のための協議組織の設置及び運営、

作業場所の巡視等請け負った建設工事全体の
労働安全衛生法に基づく措置

技術的指導
○請け負った建設工事全体における主任技術者

の配置等法令遵守や職務遂行の確認
○現場作業に係る実地の総括的技術指導

その他
○発注者等との協議・調整
○下請負人からの協議事項への判断・対応
○請け負った建設工事全体のコスト管理
○近隣住民への説明

施工計画の
作成

○請け負った範囲の建設工事に関する施工要領書等の
作成

○下請負人が作成した施工要領書等の確認
○元請負人等からの指示に応じた施工要領書等の修正

工程管理 ○請け負った範囲の建設工事に関する進捗確認

品質管理
○請け負った範囲の建設工事に関する立会確認（原

則）
○元請負人への施工報告

安全管理
○協議組織への参加、現場巡回への協力等請け負った

範囲の建設工事に関する労働安全衛生法に基づく措
置

技術的指導
○請け負った範囲の建設工事に関する作業員の配置等

法令遵守
○現場作業に係る実地の技術指導※

その他

○元請負人との協議※

○下請負人からの協議事項への判断・対応※

○元請負人等の判断を踏まえた現場調整
○請け負った範囲の建設工事に関するコスト管理
○施工確保のための下請負人調整

⇒ 元請は、以上の事項を全て行うことが求められる ⇒ 下請は、以上の事項を主として行うことが求められる

○「実質的に関与」とは、自ら施工計画の作成、工程管理、品質管理、安全管理、技術的指導等を
行うことをいい、具体的な元請・下請の役割については以下のとおりです。

（関連通知:「一括下請負の禁止について（平成28年10月14日付国土建第275号）」）

（注）※は、下請が、自ら請けた工事と同一の種類の工事について、
単一の建設企業と更に下請契約を締結する場合に必須とする事項 63

一括下請負禁止の明確化について
近畿地方整備局
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下請負人に対する特定建設業者の指導等 （法第24条の6）

発注者から直接建設工事を請け
負った特定建設業者（元請）は、
建設工事の下請負人が、その下請
負に係る建設工事の施工に関し、

①建設業法

②建設工事の施工に関する法令
（建築基準法、宅地造成法等）

③建設工事に従事する労働者の使
用に関する法令（労働基準法、職
業安定法、労働安全衛生法等）

に違反しないよう
当該下請負人の指導に努める
ものとする。

法
令
等
に
違
反
し
な
い
よ
う
指
導
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その他



新・担い手３法について
＜建設業法等の改正概要＞

近畿地方整備局

66



新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の⾧時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中⾧期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～ ＜政府提出法案＞

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～ ＜議員立法※＞

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定（休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化（債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競

争入札等の適切な選択
・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格

への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による

生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、

地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化

のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者:補佐する者(技士補)

を配置する場合、兼任を容認
・主任技術者(下請):一定の要件を

満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を

合理化
・建設業の許可に係る承継に関す

る規定を整備

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員立法67



○ 長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。
※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、

建設業では、2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（令和元年法律第三十号）

２．建設現場の生産性の向上 ３．持続可能な事業環境の確保

背景・必要性

１．建設業の働き方改革の促進

＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：
・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜年齢構成別の技能者数＞

○ 地方部を中心に事業者が減少し、
後継者難が重要な経営課題となる
中、今後も「守り手」として活躍し続
けやすい環境整備が必要。

（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）
■ 中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。
また、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止し、違反
者には国土交通大臣等から勧告等を実施。
■ 公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平
準化のための方策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善

■ 建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。

■ 下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
■ 工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創
設し、技士補がいる場合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の
要件を満たす場合は設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
■ 建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上できるよう、
資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、
国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞ ＜下請の主任技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保

■ 経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に関する規制を合理化（※）。

※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする現行の規制を見直し、
今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有することを求めることとする。

■ 合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕組みを構築。

法案の概要

１．建設業の働き方改革の促進 ２．建設現場の生産性の向上

○ 現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、
限りある人材の有効活用と若者の入職促進による
将来の担い手の確保が急務。

（令和元年６月５日成立、６月12日公布）
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●公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律 概要

背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立
〇「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間

労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性
〇建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促
進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性
〇公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な
役割

〇全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興の
ため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

法案の概要

【基本理念】
災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ
円滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収の活用

１. 災害時の緊急対応の充実強化

【基本理念】
適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する
者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の
適正な整備への配慮
【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

２. 働き方改革への対応

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、

債務負担行為・繰越明許費の活用による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注
見通しの作成・公表等
③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

３. 生産性向上への取組
公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）に

ついて広く本法律の対象として位置付け

４. 調査・設計の品質確保

(1)発注者の体制整備
① 発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
② 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等

５. その他

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理
【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、基本方針や発注者共通の運用指針を改正

＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.7   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.14  公布・施行
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「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」
改正の概要

品確法（※）に基づき、公共工事の品質確保の促進の意義や施策に関する基本的方針を規定（平成17年閣議決定、平成26年改正）
国、特殊法人等、地方公共団体は、基本方針に従って必要な措置を講ずる努力義務

災害時の緊急対応の充実強化、働き方改革への対応、生産性向上への取組、調査・設計の品質確保
を柱とする品確法の改正（※）を反映

改正の全体像
第１ 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項
災害復旧工事等の迅速かつ円滑な実施のための体制整備
市場における労務の取引価格、法定福利費等を的確に反映

した請負代金･適正な工期等を定める公正な請負契約の締結

情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上
公共工事に関する調査等の品質確保が公共工事の品質

確保を図る上で重要
第２ 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針
発注関係事務の適切な実施
災害時の緊急性に応じた随意契約・指名競争入札の活用
建設業者団体等との災害協定の締結、災害時の発注者の連携
災害時の見積り徴収の活用
法定福利費・補償に必要な保険料及び工期を的確に反映した

積算による予定価格の適正な設定
施工時期の平準化に向けた繰越明許費・債務負担行為の活用

による翌年度にわたる工期設定、中⾧期的な発注見通しの
作成・公表

休日･準備期間･天候等を考慮した適正な工期の設定
設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許

費の活用 等

受注者等の責務に関する事項
市場における労務の取引価格、法定福利費等を的確に

反映した適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結
情報通信技術の活用等による生産性の向上 等

工事の監督･検査及び施工状況の確認･評価に関する事項
工事の監督・検査及び施工状況の確認・評価における

情報通信技術の活用 等

調査等の品質確保に関する事項
調査等における発注関係事務の適切な実施

(予定価格の適正な設定、実施の時期の平準化、適正な履行期の設定等)
調査等における受注者等の責務に関する事項

（適正な請負代金・履行期による下請契約の締結、生産性の向上等）
調査等の性格等に応じた入札及び契約の方法

(プロポーザル方式の選択等）

（※）令和元年６月14日公布・施行

品確法基本方針とは

（※）公共工事の品質確保の促進に関する法律

※改正事項は、改正法の４本柱に対応して色分けして記載

令和元年１０月１８日 閣議決定
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１.建設業の働き方改革の促進

下請代金のうち労務費相当分について現金払

工期も含む見積書を交付

工事を施工しない日や時間帯の定め
をするときには契約書面に明記

＜参考＞
建設業の働き方改革のた
めの関係省庁連絡会議
において、「建設工事にお
ける適正な工期設定等の
ためのガイドライン」を策
定し、関係省庁に要請。

実施を勧告

中央建設業審議会が工期に関する基準を作成

長時間労働の是正

入札契約適正化指針に公共発注者が取り組むべき事項とし
て、工期の確保や施工時期の平準化を明記（※）
（※）公共団体等に対する努力義務。地方自治体への要請が可能となる。

※省令事項として位置付け

下請の建設企業も含め社会保険加
入を徹底するため、社会保険に未
加入の建設企業は建設業の許可・
更新を認めない仕組みを構築

不良・不適格業者の排除
や公正な競争を促進

元請

一次下請

二次下請

下請代金のうち
労務費相当分を

現金払

技能者

毎月の給与
（法定福利費含む）の支払い

適正な賃金水準や社会保険
加入のための原資を確保

処遇改善

通常必要と認められる期間
に比して著しく短い工期に
よる請負契約の締結を禁止
・違反した場合、勧告
・従わないときは、その旨を
公表
※建設業者の場合は監督処分

注文者

工程の細目を明らか
にし、工種ごとの作業
及びその準備に必要
な日数を見積り

建設業者

平準化
＜入契法にて措置＞

出典：建設総合統計 出来高ベース（全国）

建設工事の月別推移

出典：国土交通省「平成30年度下請取引実態調査」

支払手段に関する回答結果

下請労働者の処遇改善

全額現金で支払っている

少なくとも労務費相当分は
現金で支払い、残りは手
形で支払っている

その他

企業別 ＜３保険＞

※「未加入」には、関係法令上社会
保険の加入義務のないケースも含
んでいる。

出典： 農水省、国交省「公共事業労務費調査」

（百万円）
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工期の適正化
（建設業法第１９条、第１９条の５・６、第２０条、第２０条の２、第２１条、第３４条、入契法第１１条）

実施を勧告

◆中央建設業審議会が工期に関する基準を作成
（中央建設業審議会の設置等）

第三十四条 （略）
２ 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約約款、入札の参加者の資格に関する基準、予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費に関す

る基準並びに建設工事の工期に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。

◆通常必要と認められる期間に比して著しく短
い工期による請負契約の締結を禁止

（著しく短い工期の禁止）
第十九条の五 注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必

要と認められる期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締
結してはならない。

注文者

◆工程の細目を明らかにし、工程ごとの作業及
びその準備に必要な日数を見積り

（建設工事の見積り等）
第二十条 建設業者は、建設工事の請負契約を締結するに際して、工事内容

に応じ、工事の種別ごとの材料費、労務費その他の経費の内訳並びに工
事の工程ごとの作業及びその準備に必要な日数を明らかにして、建設工
事の見積りを行うよう努めなければならない。

２・３ （略）

建設業者

◆工事を施工しない日や時間帯の定めをするときには契約書面に明記

（建設工事の請負契約の内容）
第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しな

ければならない。
一～三 （略）
四 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容
五～十六 （略）

◆工期に影響を及ぼす事象で認識しているもの
について契約締結までに通知

（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報の提供）
第二十条の二 建設工事の注文者は、当該建設工事について、地盤の沈下そ

の他の工期又は請負代金の額に影響を及ぼすものとして国土交通省令で
定める事象が発生するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結す
るまでに、建設業者に対して、その旨及び当該事象の状況の把握のため
必要な情報を提供しなければならない。
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工期に関する基準（令和２年７月 中央建設業審議会作成・勧告） 概要

第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項
（１）自然要因

降雨日・降雪日、河川の出水期における作業制限 等
（２）休日・法定外労働時間

改正労働基準法に基づく法定外労働時間
建設業の担い手一人ひとりが週休２日（４週８休）を確保

（３）イベント
年末年始、夏季休暇、GW、農業用水塔の落水期間 等

（４）制約条件
鉄道近接・航空制限などの立地に係る制約 等

（５）契約方式
設計段階における受注者（建設業者）の工期設定への関与、分離発注 等

（６）関係者との調整
工事の前に実施する計画の説明会 等

（７）行政への申請
新技術や特許公報を指定する場合、その許可がおりるまでに要する時間 等

（８）労働・安全衛生
労働安全衛生法等の関係法令の遵守、安全確保のための十分な工期の設定 等

（９）工期変更
当初契約時の工期の施工が困難な場合、工期の延⾧等を含め、適切に契約条件の
変更等を受発注者間で協議・合意

（１０）その他
施工時期や施工時間、施工法等の制限 等

第１章 総論
（１）背景
（２）建設工事の特徴
（ⅰ）多様な関係者の関与 （ⅱ）一品受注生産 （ⅲ）工期とコストの密接な関係
（３）建設工事の請負契約及び工期に関する考え方
（ⅰ）公共工事・民間工事に共通する基本的な考え方 （ⅱ）公共工事における考え方 （ⅲ）下請契約

（４）本基準の趣旨
（５）適用範囲
（６）工期設定における受発注者の責務

第３章 工程別に考慮すべき事項
（１）準備
（ⅰ）資機材調達・人材確保
（ⅱ）資機材の管理や周辺設備
（ⅲ）その他

（２）施工
（ⅰ）基礎工事 （ⅱ）土工事 （ⅲ）躯体工事
（ⅳ）シールド工事 （ⅴ）設備工事
（ⅵ）機器製作期間・搬入時期 （ⅶ）仕上工事
（ⅷ）前面及び周辺道路状況の影響 （ⅸ）その他

（３）後片付け
（ⅰ）完了検査 （ⅱ）引き渡し前の後片付け、清掃等の後片付け期間

（ⅲ）原型復旧条件

第５章 働き方改革・生産性向上に向けた取組について
働き方改革に向けた意識改革や事務作業の効率化、工事開始前の事前調
整、施工上の工夫、ICTツールの活用等について、他の工事現場の参考
となるものを優良事例として整理 ※詳細は別紙に整理

第６章 その他
（１）著しく短い工期と疑われる場合の対応

駆け込みホットラインの活用
（２）新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた工期等の設定

受発注者間及び元下間において、協議を行い、必要に応じて適切に契約変更
（３）基準の見直し

本基準の運用状況等を踏まえて、見直し等の措置を講ずる

第４章 分野別に考慮すべき事項
（１）住宅・不動産分野
（２）鉄道分野

（３）電力分野
（４）ガス分野

本基準は、適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事項の集合体であ
り、建設工事において適正な工期を確保するための基準である。
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２.建設現場の生産性の向上

落橋防止装置 ・変位制限装置→ 落橋防止装置

変位制限装置

○監理技術者の専任緩和
監理技術者補佐を専任で置いた場合は、元請の監理技術者の
複数の現場の兼任を可能とする（２現場まで）

○元請の監理技術者を補佐する制度の創設
技術検定試験を学科と実地を加味した第１次と第２次検定に再編成。
第１次検定の合格者に技士補の資格を付与。

若者の現場での早期活躍、入職促進

元請
○専門工事一括管理施工制度の創設
以下の要件を満たす場合、下請の主任技術者の設置を不要とする：

・一式以外の一定の金額未満の下請工事
・元請負人が注文者の承諾と下請建設業者の合意を得る
・更なる下請契約は禁止

下請

一定の指導監督的な実務の経験を有する者を
専任で配置

主任技術者の設置を不要化

建設工事の施工の効率化の促進
建設生産物に、資材に起因した不具合が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、再発防止のため、建設資材製造業者に対して改善
勧告等ができる仕組みを構築し、建設資材の活用促進に向けた環境を整備

建設資材製造品の積極活用を通じた生産性の向上

落橋防止装置等の溶接不良
（平成２７年１２月２２日 落橋防止装置等の溶接不良に
関する有識者委員会中間報告書）

【事案概要】
耐震補強工事に使用された落橋防止装置等の部
材（約150基のうち、調査を行った80基の約７割にあた
る58基）に、溶接不良による亀裂を発見

落橋防止装置

変位制限装置

許可行政庁
（国土交通省、都道府県）

再発防止のための勧告等

建設業者建設資材製造業者 発注者

建設資材の納入 建設生産物の納入

＜現行制度＞

監理技術者もしくは主任技術者は、請負金額が３，５００万円（建築一式工事の
場合は７，０００万円）以上の工事については、工事現場毎に専任が必要。

（例）危険な建物を建築、公衆に危害

限りある人材の有効活用と若者の入職促進

※監理技術者補佐の要件は、
主任技術者の要件を満た
す者のうち、１級技士補を
有する者を想定

※適用対象は、施工技術が画一的で、技術上の管理の
効率化を図る必要がある工種に限定

再発防止の指示
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監理技術者の専任の緩和（建設業法第２６条）

【改正前】 【改正後】

元請A社

監理技術者Ａ
（専任）

下請B社

主任技術者

下請Ｃ社

主任技術者

元請A社

監理技術者Ｂ
（専任）

下請Ｄ社

主任技術者

下請Ｅ社

主任技術者

注文者 注文者

・建設工事の請負代金の額が３５００万円（建築
一式工事にあっては７０００万円）以上である
場合については、監理技術者は現場に専任の者
でなければならない。

下請B社

主任技術者

下請Ｃ社

主任技術者

元請A社

下請Ｄ社

主任技術者

下請Ｅ社

主任技術者

注文者 注文者

元請A社

監理技術者Ａ

技士補Ｘ
（専任）

技士補Ｙ
（専任）

工事１ 工事２ 工事１ 工事２

・監理技術者の職務を補佐する者として政令で定
める者を専任で置いた場合には、監理技術者の
兼務を認めることとする。（当面２現場とする
予定。）

・政令で定める者は、主任技術者要件を満たす者
のうち、監理技術者の職務に係る基礎的な知識
及び能力を有する者であること等とする。

兼務可

※令和２年10月１日施行
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○学科試験
○実地試験

技術検定制度の見直し

技士補制度の創設

改正前

技術検定

改正後

○第１次検定

技術検定

技士補

○第２次検定
※いずれも合格

技 士

合格 技 士

１級受験資格の見直し

※称号は政令改正事項

改正前 １級受験には所定の実務経験が必要

改正後

○法改正にあわせて、２級第２次検定合格者については、１級の１次試験を受験するにあたり、１級相当の実務経験を不要
とすることを検討 （政令改正事項）

合格

合格

２級
実地試験

１級
学科・実地試験

① ② ③ ④ ⑤

① ② ⑤③ ④

２級
第２次検定

１級
第１次検定

１級
第２次検定

実務経験

実務経験

※所定の実務経験を積んだ場合
５年⇒３年に短縮

２級第２次検定合格後に１級第１次検定を受験可能に

※

※
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二次下請Ｄ社

主任技術者

主任技術者の配置義務の見直し①（建設業法第２６条の３）

一次下請A社

主任技術者

二次下請Ｃ社二次下請Ｅ社

主任技術者 主任技術者

一次下請A社

主任技術者

二次下請B社

主任技術者

三次下請Ｄ社

主任技術者

三次下請Ｅ社

主任技術者

【改正前】

一定の指導監督的な実務の経験を有し、か
つ、当該工事現場に専任で置かれる者でな
ければならない。

【改正後】

本来であれば一次下請Aが置く主任技術者による技術上の施工管理
のみで適正施工が確保される場合であっても、第26条の規定によ
り全ての二次下請、三次下請（B～Ｅ）がそれぞれ主任技術者を
置くことが必要。

一次下請Ａ社及び二次下請Ｂ、Ｄ、Ｅは、その合意により、
Ａが自ら工事現場に置く主任技術者が、その行うべき技術上の施工管
理と併せて、本来であれば B、Ｄ、Ｅの主任技術者が行うべき技術上
の施工管理を行うこととしたときは、B、Ｄ、Ｅは、当該工事現場に
主任技術者を置くことを要しないこととする。（新第26条の３）
（※）適用対象は、下請代金の額が一定の金額未満の建設工事（土木一式工事

及び建築一式工事を除く。）のうち政令で定める特定専門工事に限定

元請負人: 自社施工分を超える業務量に対応しやすくなる
下請負人: 受注の機会を確保しやすくなる

＋
建設業における重層下請構造の改善に寄与

効 果

発注者

二次下請Ｃ社

主任技術者

二次下請B社

主任技術者

（下請）

（再下請）

一次下請Ａ社の直用の労働者が不足しており、その不足を
補うため同様の建設工事の内容をＢ社に再下請。（Ｂ社で
も足りない場合はさらにＤ社、Ｅ社にも再下請）

＜一次下請の主任技術者が一括で施工管理をする場合＞

発注者

元請X社

監理又は主任技術者
元請X社

監理又は主任技術者

※令和２年１０月１日施行
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主任技術者の配置義務の見直し②

工事を注文する者（一次下請Ａ）と工事を請け負う
者（二次下請Ｂ、Ｄ、Ｅ社）が以下の事項を記載した
書面において合意をする必要がある。この際、一次下
請Ａは注文者の書面による承諾を得る必要がある。

・特定専門工事の内容
・上位下請の置く主任技術者の氏名
・その他国土交通省令で定める事項

二次下請Ｄ社

主任技術者

一次下請A社

主任技術者

二次下請Ｃ社二次下請Ｅ社

主任技術者 主任技術者

注文者

二次下請B社

主任技術者

政令で定める特定専門工事は、土木一式工事又は建築一式工事以外の建設工事のうち、その施工技術が画一的であ
り、かつ、その施工の技術上の管理の効率化を図る必要があるものとして、以下の工事を規定。

・鉄筋工事
・型枠工事

政令で定める額（３５００万円）未満であること
（下請契約が２以上あるときは、その総額）

上位下請（一次下請Ａ社）の主任技
術者は、下記の要件を満たす必要があ
る。
・当該特定専門工事と同一の種類の建

設工事に関し一年以上指導監督的
な実務の経験を有すること。

・当該特定専門工事の工事現場に専任
で置かれること。

主任技術者を置かないこととした下請負人（二次下請Ｂ、Ｄ、Ｅ社）は、その下請負に係る建設工事を他人に請け
負わせてはならない。⇒違反した場合、監督処分の対象となる

下請B社

主任技術者

下請B社

主任技術者

下請B社

主任技術者

三次下請Ｙ社

主任技術者

※ 主任技術者を置いている（制度を利用していない）下請は再
下請可能

対象とする工事 （第２項）

下請契約の請負代金の額 （第２項） 手続き （第１．３．４．５項）

配置される主任技術者の要件
（第６項）

再下請の禁止 （第８項）

※令和２年１０月１日施行
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３．持続可能な事業環境の確保 等

合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより
円滑に事業承継できる仕組みを構築。

許可の空白期間なく事業承継が可能に

（１）経営の安定性

経営能力 （経営業務管理責任者）

財産的基礎
（請負契約を履行するに足りる財産的基礎・金銭的信用）

（２）技術力

業種ごとの技術力 （営業所専任技術者）

（３）適格性

誠実性
（役員や使用人等の、請負契約に関する不正・不誠実さの排除）

【現行の許可制度の要件】

・建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいる
ことを必要とする規定を廃止

事業者全体として適切な経営管理責任体制を有すること

許可
行政庁

会社
Ａ

会社
Ｂ

合併を予定している会社と
の事前打合せ

許可行政庁による手続き
（１～４ヶ月程度）

申
請

会社Ａの許可
に係る工事
はできない

会社Ｂに係る許可

失
効

合併効力の発生
（合併登記日又は合併契約の効力発生日）

会社Ａに
係る許可

許
可
取
得

新会社に係る
許可（会社Ａ、
Ｂが有していた
許可）

新会社に係る許可
（会社Ａ、Ｂが有していた許可）

新
会
社

新
会
社

経営業務管理責任者に関する規制の合理化 円滑な事業承継制度の創設

＜現行＞

＜改正後＞

・下請の建設企業も含め社会保険加入を徹底するため、
社会保険に未加入の建設企業は建設業の許可・更新
を認めない仕組みを構築（再掲）

事前認可の
手続き

工期等に影響を及ぼすおそれがある事象に関する情報の提供
工事現場におけるリスク発生時の手戻りを減少させるため、注文者が施工上の
リスクに関する事前の情報提供を行う

その他改正事項

不利益取扱いの禁止
元請負人がその義務に違反した場合に、下請負人がその事実を許可権者等に
知らせたことを理由とした不利益な取扱いを禁止

建設業許可証掲示義務緩和
工事現場における下請業者の建設業許可証掲示義務を緩和

災害時における建設業者団体の責務
迅速な災害復旧の実現のため、建設業者と地方公共団体等との連絡調整等、
災害時における公共との連携の努力義務化

※個人事業主の承継についても同様の規定を整備

施工技術の確保
建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技術等の向上の努力義務化
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許可基準の見直しについて（建設業法第７条関係）

（許可の基準）
第七条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合している

と認めるときでなければ、許可をしてはならない。
一 建設業に係る経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有するものとして国土交通省令で定め

る基準に適合する者であること。
二～四 （略）

・ 現行の許可の基準は①経営能力、②財産的基礎、③技術力、④誠実性の４つ

・ 今般、建設業者の持続可能性の観点から、①経営能力（経営業務管理責任者）に関する基準を
見直し、経営能力をこれまでと同様に担保できる体制が整っているような場合には、基準に適合
しているものとし許可を認めることとした。

（許可の基準）
第七条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合していると

認めるときでなければ、許可をしてはならない。
一 法人である場合においてはその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいう。以下同じ。）のうち常勤であるものの一人が、個人である場合においてはその者又はその支
配人のうち一人が次のいずれかに該当する者であること。
イ 許可を受けようとする建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する者
ロ 国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者

二～四 （略）

（新）

（旧）

※令和２年１０月１日施行
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経営業務管理責任者について（施行規則第七条）

イ 常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であること。

（１）建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する者
（２）建設業に関し五年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（経営業務を執行する権限の
委任を受けた者に限る。）
（３）建設業に関し六年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として経営業務の管理責任者
を補佐する業務に従事した経験を有する者

ロ 常勤役員等のうち一人が次のいずれかに該当する者であつて、かつ、財務管理の業務経験（許可を受
けている建設業者にあつては、当該建設業者、許可を受けようとする建設業を営む者にあつては当該建設
業を営む者における五年以上の建設業の業務経験に限る。以下このロにおいて同じ。）を有する者、労務
管理の業務経験を有する者及び業務運営の業務経験を有する者を当該常勤役員等を直接に補佐する者とし
てそれぞれ置くものであること。
（１）建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有し、かつ、五年以上役員等又は役員等に次ぐ職
制上の地位にある者（財務管理、労務管理又は業務運営の業務を担当するものに限る。）
（２）五年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、二年以上役員等としての経験を有す
る者

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げるものと同等以上の経営体制を有すると認定したもの。

次のいずれかに該当するものであること。
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標識の掲示義務の緩和について（建設業法第40条）

（標識の掲示）
第四十条 建設業者は、その店舗及び建設工事（発注者から直接請け負つたものに限る。）の現場ごとに、公衆の見

やすい場所に、国土交通省令の定めるところにより、許可を受けた別表第一の下欄の区分による建設業の名称、一
般建設業又は特定建設業の別その他国土交通省令で定める事項を記載した標識を掲げなければならない。

【改正前】 【改正後】

発注者

建設業者Ａ

建設業者Ｄ

建設業者Ｃ建設業者Ｂ

建設業者Ｅ二次下請

一次下請

元請 建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

発注者

建設業者Ａ

建設業者Ｄ

建設業者Ｃ建設業者Ｂ

建設業者Ｅ二次下請

一次下請

元請 建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

建設業
許可証

施工
体系図

施工
体系図

○ 現場に掲げる建設業許可証の掲示義務を元請のみとする。
○ 一方、下請にどのような会社が入っているかを引き続き明らかにする必要があることから、許可証

と施工体系図の記載事項を改正し、許可証では監理技術者の専任の有無を明確化し、施工体系図では
下請負人に関する記載事項等を追加することとした。

※令和２年１０月１日施行
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施工体制台帳・施工体系図等の改正

令和２年１０月の建設業法改正に伴い、以下の内容が変更(※)
※建設業法施行規則の改正にて規定

① 施工体制台帳・再下請負通知の記載事項などの追加
・ 監理技術者を補佐する者の氏名及び保有資格(配置した場合のみ)
・ 建設工事の従事者に関する事項（≒「作業員名簿」）

② 施工体系図の記載事項の追加
・ 代表者氏名
・ 特定専門工事の該当の有無
・ 当該下請負人が請けた建設業の許可の番号
・ 受けた許可の一般建設業及び特定建設業の別

③ 監理技術者講習の有効期間の起算点の見直し
・工事現場に専任する監理技術者の講習
（改正前）講習を受けた日から５年以内
（改正後）講習を受けた日の属する年の翌年の1月1日から５年以内


